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背景・基本的な考え方について

○ 大学への早期入学（いわゆる「飛び入学 ）は、我が国の教育において形」

式的な平等が重視される余り、子ども一人一人の個性に応じた教育を進める

という観点からの取組が必ずしも十分ではなかった等の指摘を踏まえ、平成

９年の学校教育法施行規則等の一部改正により、数学又は物理学の分野に限

定して制度化された。この後、平成１３年には、学校教育法等の一部改正に

より、対象分野を問わず、各大学の自主的な判断において、飛び入学を実施

することが可能となっている。

○ これまで、平成１０年度に千葉大学が、平成１３年度に名城大学がそれぞ

れ飛び入学生の受け入れを開始し、その取組を継続している。加えて、平成

１７年度入試においては新たに昭和女子大学、成城大学、エリザベト音楽大

学が飛び入学制度による学生募集を開始し、平成１８年度入試においては会

津大学が新たに飛び入学生の受け入れを開始したところである。しかし、全

体として見て、未だその取組が定着しているとは言い難い状況にある。

○ また、高等学校の多様化と選択の幅の拡大により生徒の能力や履修歴等の

多様化が進む中、飛び入学という形態以外でも、高等学校の生徒に対して大

学レベルの教育研究に触れる機会を与える等、高等学校と大学の連携を拡大

することで個人の持つ多様で特色ある能力や個性を効果的に伸ばしていくた

めの取組を進めることが強く求められている。

○ これらの状況等を踏まえ、飛び入学制度の適切な運用及びその活用の在り

方並びに高等学校と大学との接続において一人一人の能力をより一層伸ばし

ていくための連携の在り方に関し協議を行うため、平成１７年３月に「大学

」（ 「 」への早期入学及び高等学校・大学間の接続に関する協議会 以下 協議会

という ）が設置された。協議会としては、これまで、飛び入学や高大連携。

に関する事例報告の聴取や各大学に対するアンケート調査、千葉大学先進科

学研究教育センターへの視察を行いつつ、協議を進めてきたところである。

○ なお、高等学校・大学間の接続の場面においては、昨今、大学生の学力が

低下しているのではないかという指摘や、高等学校教育の多様化に対応し大

学における初年次教育あるいはリメディアル教育の重要性を指摘する声もあ

。 、 、る このような高等学校・大学間の接続全体に関する議論については 今後

中央教育審議会等において更なる議論がなされることが期待されるが、ここ

では、特定の分野において特に優れた資質を有する者や大学レベルの教育研
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究に触れる機会を希望する高い能力と強い意欲を持つ者の個性・能力を効果

的に伸ばしていくということに主眼を置き、そのための推進方策について具

体的に検討を行うものである。

○ この「大学への早期入学及び高等学校・大学間の接続の改善に関する協議

会報告書 （以下「報告書 ）は、協議会において協議された論点とそれに対」 」

する考え方をとりまとめたものである。報告書を踏まえ、国、各地方公共団

体、各高等学校、各大学等において、生徒・学生一人一人の能力の伸長に向

けた更なる取組が進展することを期待する。
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１．大学への早期入学(飛び入学)と、高等学校と大学との接続における一

人一人の能力を伸ばすための連携(高大連携)の検討の視点について

（飛び入学と高大連携における共通点）

○ 高等教育を受けるのに十分な能力と意欲を有する生徒が、大学において学

ぶあるいは大学レベルの教育研究に触れることにより、それぞれの生徒の視

点に立って一人一人が持つ多様で特色ある能力や個性を効果的に伸ばすこと

を目指すという点においては、飛び入学と高大連携は、互いに共通する意味

を持つ。

○ また、飛び入学に関する課題、高大連携に関する課題は、それぞれの課題

の中で閉じているものではなく、相互に関連させながら、他の関連課題とも

相俟って論じられていくことが重要と考えられる。

（飛び入学と高大連携において区別して考えるべき点）

○ もっとも、飛び入学は 「特に優れた資質を有すると認めるもの」を対象、

とした、学校教育体系上例外的な制度であり、選抜の実施や制度の運用等の

責任主体は、一義的には大学側となるのに対し、高大連携は大学レベルの教

育研究を高等学校の生徒に触れさせるという形であるため、高等学校側も責

任主体となるものである。したがって、両者は区別して検討を進めることも

必要である。

（検討の進め方）

○ これらを踏まえ、報告書では、飛び入学・高大連携それぞれの詳細につい

ての検討は項を分けて進めながら、その上で、飛び入学や高大連携を活用し

た「高等学校と大学との接続において、一人一人の能力を伸ばす」ための方

策について総合的に検討することとする。
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２．大学への早期入学（飛び入学）制度の適切な運用及びその活用の在り

方について

（１）飛び入学の位置付け

○ ２１世紀は、新しい知識・情報・技術が、政治・経済・文化をはじめ社会

のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知

識基盤社会」の時代であると言われている。かかる中では、先見性・創造性

・独創性に富み卓越した人材を養成することが重要である。

○ 戦後の我が国の学校教育は、量的にも質的にも著しく普及発展し、我が国

の成長と発展に大きく寄与してきたが、全体的な教育水準の向上が重視され

る中で、年齢に基づく平等性を重視する余り、ややもすれば一人一人の子ど

もの能力・適性に応じた教育を進めるという視点からの取組が必ずしも十分

ではないという指摘が従来なされていたところである。

○ 以上を踏まえ、大学への飛び入学は、一人一人の能力・適性に応じた教育

、 、を進め 特定分野において卓越した能力を有する人材の養成を図る観点から

特定の分野で特に優れた資質を有する者について、通常の高等学校教育の課

程で学ばせるよりもむしろ早期から大学の高度で専門的な教育を受けさせる

ことによってその才能の一層の伸長を図るために制度化された。

○ 多様性を受け止めることができる仕組みを、日本の教育の中にも今後とも

なお一層確保していく必要があると考えられるが、大学への飛び入学は、能

力・適性に応じたより柔軟な教育の展開による、一人一人の資質の伸長、及

び我が国の学校教育全体としての教育の多様化・弾力化を推進する契機とな

りうるものと考えられる。

○ 今後、この飛び入学制度のねらいを果たすことができるよう、適切な形で

の運用・活用が一層図られる必要があり、そのために、以下、これまでの飛

び入学の実施状況や現行の大学への飛び入学が抱える諸課題等についての検

証を行うとともに、今後の飛び入学制度の更なる活用に向けた考え方をまと

める。
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（２）これまでの飛び入学の実施状況等

① 千葉大学・名城大学・会津大学における取組、取組の評価

○ これまで、千葉大学は、平成１０年度から平成１８年度までの間で、４１

名の飛び入学生を受け入れ、名城大学も、平成１３年度から１８年度までの

間、２０名の飛び入学生を受け入れてきた。さらに、平成１８年度入試にお

いては、会津大学が新たに１名の飛び入学生を受け入れた。

○ 千葉大学からの報告によれば、飛び入学生は、多事にわたって意欲が豊富

で、自発的に勉学・諸活動に参加しており、極めて躍動的とのことである。

加えて、飛び入学生の存在が、一般入学生や教員・事務職員にも意識改革を

もたらしているとのことであった。

○ また、飛び入学生のうち、千葉大学及び名城大学を既に卒業した者の大半

は、現在大学院に進学し学習を継続している。

、 、○ 協議会としても 千葉大学の先進科学研究教育センターへの視察を実施し

飛び入学生自身から、飛び入学制度に対する考え方や、大学での学習に対す

る旺盛な好奇心等を実地に確認した。前例のない制度への取組に対して、一

定の評価ができるものと考えられる。

、 、○ もっとも 飛び入学制度による人材育成の効果についての本格的な評価は

中長期的観点に立って行う必要があり、拙速は避けねばならないが、今後、

飛び入学を実施する大学においては、学校教育法施行規則上規定されている

飛び入学制度の運用状況についての自己点検・評価を引き続き行うととも

に、国においては、今後とも飛び入学制度の運用の進捗状況等を的確に把握

し、更なる改善策を検討していく必要がある。

② 平成１７年度、１８年度からの新実施大学の状況

○ 平成１７年度入試から昭和女子大学、成城大学、エリザベト音楽大学が飛

び入学制度による学生募集を開始し、平成１８年度入試では新たに会津大学

が飛び入学生の受け入れを開始したところである。

○ しかし、例えば、平成１７年度の新規募集大学には未だ飛び入学生の受け

入れ実績がない（平成１８年度現在）ことなどを踏まえると、未だ取組とし

て定着しているとは言えないものと考えられる。

③ これまで飛び入学の件数が伸びてこなかった要因

○ これまで飛び入学の件数が伸びてこなかった要因については、複数考えら

れるところである。例えば、

・飛び入学制度を導入することにより、個人・大学・社会にもたらされる効

果が明確ではない
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・大学側の教育目的達成のために、必ずしも飛び入学の実施の必要がない

・教育における、年齢に基づく「公平性 「平等性」の考え方が強く存在す」

る

・生徒の友人や保護者など、生徒の周囲の者が定められた年齢よりも早く進

級・進学するという文化に慣れていない

・学校教育法施行規則上、飛び入学生を入学させる大学は、出願者が特に優

れた資質を有すると認めるに当たっては、入学しようとする者の在学する

学校の推薦を求める等により、適切に飛び入学制度が運用されるよう工夫

を行うものとされているが、飛び入学出願の際にこの推薦を行わない高等

学校がある

・大学が飛び入学制度の導入による業務の増加を望まない

・ 一般学生と同じ学費で、飛び入学生を対象に、特別に手厚い教育環境を（

整備することは ）特に私学では、学生への説明責任に耐えられない、

等の点が、その要因として考えられる。

、 、 、○ また 文部科学省において実施した調査結果によると 平成 年度現在16
全 大学・ 学部中、飛び入学の実施を検討している大学は、 大学697 1,823 29

50 666 1,765・ 学部にとどまり 実施の予定はないと回答した大学は 大学・、 、

学部となっている。

、 「 」このうち 平成 年度に実施した同じ調査において 実施の予定はない15
、 、と回答した 学部は 飛び入学実施の検討を行っていない要因について1,658

（ ）・飛び入学させることは教育上課題が多いという見解を持っている ％36.4
・学校教育法第 条第 項に定める「特に優れた資質を有すると認めるも56 2
の」の判断が困難（ ％)31.9

・他の大学でもほとんど実施されていない（ ％）25.6
・関係法令等で大学側に求められている飛び入学させた者への特別な配慮を

行うことが困難（ ％）21.2
等の事柄を挙げたところである。

○ さらに、協議会においては、平成 年度調査において「飛び入学の実施16
を検討している」とした 学部に対し、現に各大学において制度導入に向50
けて障害となっている事項を明らかにするため、追加アンケート調査を実施

した。

アンケート調査結果によると、各大学での検討体制については、 ％の88.9
学部が個人または複数の担当者による検討にとどまっており、組織的な検討

にまで至っていない実情がうかがえた。

また、具体的に制度導入の障壁となっている事項としては、

「 」 （ ）・ 特に優れた資質 を有する者の選抜方法や高等学校長の推薦等 ％36.1
・ 飛び入学」させた者に対する指導体制の整備（ ％）「 36.1
等の事柄が挙げられるとともに、具体的には、
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・特に社会科学の分野において「特に優れた資質」の判定が困難

・少数の入学者のために特別のカリキュラム編成や教育上の指導体制を整え

ることが困難

・制度導入のために解決すべき課題が多い反面、対象となる学生の数もそれ

ほど多くなく、メリットが少ない

等の回答が寄せられたところである。特に、各大学の指導体制の整備に関す

るイメージとしては、

・制度実施に当たる組織が必要である

・制度を運用するための財政的基盤が必要である

・優秀な専任の教員スタッフが必要である

、 。等 飛び入学の指導体制に対する負担感を感じさせる回答も多く寄せられた

その他、国による財政的支援を求める意見も寄せられた。

（３）飛び入学制度の活用に向けて

① 「特に優れた資質」の具体的な捉え方の検討

○ 大学への飛び入学者は、学校教育法上「当該大学の定める分野において特

に優れた資質を有すると認めるもの」とされている。

○ 具体的に、この「特に優れた資質」とは、特定の分野で他に抜きん出て優

れた才能であることを指し、分野により異なるが、例えば、総合化する思考

力、構想力、斬新な発想や独創的な考えを提起する力、理解の早さ又は意欲

の強さ等の点において極めて高い能力を有すること等が考えられると示され

ている（平成１３年１２月２７日 １３文科高第１３９６号 学校教育法施

行規則の一部改正等について 。）

○ また、そもそも高等教育段階である大学における学びは、学生自身が主体

的な問題意識を持って学習を進めていくことに拠るものが大きく、そうした

、 。資質と意欲 適応力は飛び入学により大学に入学する者にも当然求められる

○ 現行の飛び入学制度は、一般の学校制度の枠内における取扱ではその個性

や才能を十分に発揮できないほどの特に優れた資質を有する者に、大学にお

いて高度で専門的な指導を受けさせることによりその才能を一層伸長させる

ことが望まれているものであり、例えば、単に通常の試験で高得点を取るよ

うな者をその対象として想定しているものではない。

○ 一方で、前述の文部科学省調査結果によると 「飛び入学の実施の予定は、

ない」と回答した大学学部のうち、 ％が 「特に優れた資質を有すると31.9 、

認めるもの」の判断が困難であることを、実施の検討を行っていない要因に

、 、「 」挙げるとともに 前述のアンケート調査結果によっても 特に優れた資質
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の判断が困難であると感じられていることが明らかになった。また、飛び入

学生の推薦を行うこととなる高等学校側にとっても 「特に優れた資質」の、

判断が困難であり、このことが高等学校側に飛び入学生の推薦を躊躇させる

ことにつながりうるものと考えられる。これらより 「特に優れた資質」を、

有するか否かの具体的な判断方法の確立を求める指摘もある。

○ もとより 「特に優れた資質」の判断方法は国が一律に定めるべきもので、

はなく、学問分野ごと及び各大学の個性・特色等により「特に優れた資質」

の捉え方は変わりうるものであり、画一的な判断基準を作成することはその

性質上困難と考えられるが、協議会においては、例えば分野別の国際的なコ

ンテストの結果の活用の可能性を検討することも有用との考えから、国際化

学オリンピック関係者へのヒアリングを行った。

○ そこでの報告によると、分野別の国際的なコンテストにおいては、難問に

対して論理を一つ一つ着実に積み重ねることで正解へ辿り着く能力などが試

され、そこに参加する者の意欲・能力は非常に高く、当該分野の大学教育を

受けるにふさわしい能力を有する者が多いとのことであった。そのような能

力を測る上で、主催者側が大学の教員による個別指導や合宿指導等を通じ、

長期間に渡って個々の生徒の意欲・能力を丁寧に把握しようと努めているこ

。 、 、とは着目に値する 実際の選抜に際しては 各大学の教育理念・目標に従い

更なる審査が必要となることもあろうが 「特に優れた資質」を判定する上、

での一つの有効な基準となりうる。

、 、○ また 実際の飛び入学実施主体である大学・高等学校双方の間においても

「特に優れた資質」について共通理解を持つことができるよう、相互の連携

協力を深めていくことが望まれる。

② 飛び入学生の選抜方法、飛び入学生に対する指導体制の在り方の検討

（選抜方法）

○ 学校教育法施行規則上、飛び入学生を入学させる大学は、出願者が特に優

れた資質を有すると認めるに当たっては、入学しようとする者の在学する学

校の校長の推薦を求める等により、適切に飛び入学制度が運用されるよう工

夫を行うものとされている。

○ この推薦については、

・高等学校等の校長等、出願者の資質を知り得る者からの推薦を求めること

等により、特に優れた資質を有するか否かを適切に判断できるようにする

とともに、

・推薦に当たって、大学関係者と高等学校関係者等との積極的な意見交換・

連携に努めること

を求めているものである。

○ 一方、実際に高校生が大学へ飛び入学することを希望していたが、当該高
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等学校が推薦を行わなかった事例があるとの指摘もある。

○ さらに、前述のアンケート調査結果によると 「飛び入学の実施を検討し、

ている」と回答した大学学部のうち、 ％が「特に優れた資質」を有する36.1
者の選抜方法や高等学校長の推薦等を制度導入に当たって障害となっている

事項として挙げた。

（指導体制）

○ 学校教育法上、飛び入学生を受け入れる大学は 「特に優れた資質を有す、

る者の育成を図るのにふさわしい教育研究上の実績及び指導体制を有するこ

」 、 「 」 、と とされており この 教育研究上の実績及び指導体制 の具体的内容は

ⅰ）特定の分野における特に優れた資質を伸長するため、適切なカリキュラ

ムを編成するとともに、必要な教員が確保されており、十分な指導体制が

整っていること

ⅱ）飛び入学により入学した学生が、様々な分野での基礎的な内容を必要に

応じ学習することが可能であるようなカリキュラム及び指導体制が整って

いること

ⅲ）学生に対する助言指導又は指導体制が整備されていること

ⅳ）円滑に学位が授与されているなど充実した教育研究活動が行われている

こと

ⅴ）募集を行う学部等から大学院への進学の実績があること

と示されている（平成１３年１２月２７日 １３文科高第１３９６号 学校

教育法施行規則の一部改正等について 。）

○ 特に指導体制に関しては、協議会として視察を行った千葉大学・先進科学

研究教育センターにおいても、充実した指導体制の下で、飛び入学生に対す

る教育が行われていたところである。

○ 飛び入学生が通常の大学入学生より１歳以上年齢が低いこと等に鑑みれ

ば、大学として上記に掲げられた諸点に留意することにも意義があると考え

られるところであるが、一方で、今後飛び入学制度の一層の活用を促進して

いく観点に立つと、飛び入学生を対象とした指導体制を必要以上に手厚く求

めるべきではないとの指摘もある。

○ さらに、前述の文部科学省調査結果によると 「飛び入学の実施の予定は、

ない」と回答した大学学部のうち、 ％が、関係法令等で大学側に求めら21.2
れている飛び入学させた者への特別な配慮（※）を行うことが困難というこ

とを、実施の検討を行っていない要因に挙げていた。

※ここで言う配慮事項は、選抜方法、教育研究上の実績・指導体制や自己

点検・評価の実施等を指す。

○ 加えて、前述のアンケート調査結果によると 「飛び入学の実施を検討し、

ている」と回答した大学学部のうち、 ％が 「飛び入学」させた者に対36.1 、
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する指導体制の整備を制度導入に当たって障害となっている事項として挙げ

るとともに、その他、各大学の指導体制に対する負担感が明らかになったと

ころである。

（選抜方法、指導体制の在り方の検討）

○ これらを踏まえ、今後、飛び入学制度の趣旨に反した各大学の安易な運用

は抑止しつつも、選抜方法、指導体制等に関して大学や高等学校等に過度に

負担を強いることのないよう、関係法令により求められている選抜方法・指

導体制の在り方について、より柔軟なものとする必要があるのではないか。

○ 学校長の推薦に関しては、普段の学習状況を知る者の意見を聞くことによ

り特に優れた資質や学力以外における適性を判断するに当たって引き続き有

効な手段になりうるものと考えられるが、そもそも飛び入学制度は一義的に

は大学の責任のもとに運用されるものであり、高等学校に過度の責任を負わ

せるような運用がなされているとすれば、それは適切なものとは考えられな

い。

○ また、受験者の持つ個性・能力によっては必ずしも学校においてのみ特に

優れた資質が発揮されるとも限らず、その場合、例えば、学校以外の場での

指導者との連携を図ることもより積極的に検討されて良い。また、継続的な

高大連携の取組を通し、大学が生徒の学習意欲を含めた資質を長期間に渡る

かかわりの中で見極めるという工夫も考えられる。

○ 特に優れた資質の内容は学問分野ごとあるいは各大学の個性・特色等によ

りその捉え方は変わりうるものであり、それに伴い、選抜方法に関する工夫

も様々なものがあることを明確にする必要がある。

○ また、特定の分野における特に優れた資質を伸長するための指導体制につ

いて、当該学問の分野、各大学の教育研究の状況によっては、通常のカリキ

ュラムにおいても飛び入学生の資質を十分に伸長させることができるという

こともありうる。飛び入学生の大学生としての主体的な問題意識、学習意欲

等に基づいた学習を支援するという観点を踏まえ、飛び入学生の資質を伸長

させるためにどのような指導体制が適切かということについては、各大学の

主体的な判断により、様々な在り方が検討されて良いのではないか。

○ 一方、飛び入学制度の活用が進む中で、飛び入学生によっては、一部科目

については一般の大学生に比してより時間をかけた学習が必要となる可能性

もある。その際、単位制高等学校（定時制又は通信制）における特定の授業

科目を聴講生として履修することも制度上可能であり、学生の学習状況に応

じ、これらの大学外の教育の機会を有効活用することを検討していくことも

考えられる。
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③ 高校生が飛び入学に求める魅力の検証

○ 飛び入学制度による学生募集を実施しようとする大学においては、高校生

が飛び入学に求める魅力を検証し、この魅力を高めるべく努めることが重要

である。

○ 協議会が実施した千葉大学・先進科学研究教育センター視察での飛び入学

生の意見では、千葉大学への飛び入学については、学生は、１年早く進学で

きる点に加え、提供される教育メニューの質の高さに魅力を感じていたとの

ことであった。

○ 特に優れた資質を生かし、より早く大学の高度な学問を学びたいと考える

一部の生徒の期待にも応えることのできるよう、各大学が、大学の本来の責

務である質の高い充実した教育研究の実施、及びその成果の絶え間ない公開

を行うことが、結果として高校生の飛び入学への魅力をも高めるのではない

かと考えられる。

○ 飛び入学制度の普及・促進を図るためには、先導的事例によりその教育的

効果が実証的に明らかにされていくことが有効である。高校生のみならず、

高等学校関係者や保護者の間で未だに制度そのものの認知度が低いという指

摘もあり、国及び飛び入学生の受け入れ実績のある大学においては、高校生

が求める魅力という観点も踏まえ、その実施状況に関する更なる情報発信に

努める必要がある。

④ その他、大学が留意すべきと考えられる事項

○ 飛び入学実施大学においては、前述の事項に加え、例えば、

・ 飛び入学生の全人格的成長の観点から、高等学校と共同して研究を進め

るとともに、机上の学習・研究を進めるだけでなく、実験、実習、実体験

等を特に重視した学習プログラムの機会の提供や、課外活動への参加の機

会を提供するなど、バランスの取れた人格、優れた資質を社会に還元する

ことのできる人材の育成を目指すこと

・ 指導力の高い教職員の育成に努めること

・ 大学のアドミッション・ポリシーの中で、それぞれの大学の個性・特色

を踏まえつつ、飛び入学の位置付けの検討を行うこと

等も考えられる。

（４）その他

① 過去の旧制中学校・旧制高等学校高等科への早期入学等との比較

○ 我が国の旧学校制度においては、尋常小学校第５学年修了（通常６年）か
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ら旧制中学校への早期入学、旧制中学校第４学年修了（通常５年）から旧制

高等学校高等科への早期入学を一般的に認める制度が存在した。

○ 昭和５年において旧制中学校への早期入学は、全入学者の０．５％、旧制

高等学校高等科への早期入学は全入学者の２４．８％であった（ただし、高

等教育への進学率自体が当時と現在とでは大きな差があることに留意するこ

とが必要である 。）

○ 一方、現在の飛び入学制度は、高等学校卒業後に大学に進学するという原

則を維持しつつ、特定の分野において特に優れた資質を有する者に対しての

み大学進学への途を開くという学校教育体系上例外的な制度である。

○ よって、当時と現在の飛び入学はその趣旨及び仕組みが異なるものだが、

旧制度下での運用の実態は、今後の飛び入学の運用の在り方を考えていく際

の参考となり得るものと考えられる。

② 各国及び我が国における大学入学年齢要件の捉え方

○ 我が国の学校教育制度上、我が国の大学に入学するためには、正規の学校

教育における 年の課程を修了しなければならないものとされている。そ12
のため、結果として、原則 歳以上でなければ大学に入学できない。18
○ ただし、我が国においても、大学への飛び入学制度を用いれば、 歳で17
大学に入学することも、大学入学年齢要件の特例として現在可能となってい

る。

○ 一方、アメリカ・フランス・ドイツ・中国等の各国においては、年齢によ

る大学入学制限は行われていないことが一般的である。

③ 飛び入学の年齢要件と対象者の考え方

○ 上記の各国及び我が国の状況等も鑑み、我が国においても、大学入学年齢

要件についてできる限りの柔軟性を持たせる必要があるとの指摘がある。ま

た、飛び入学制度の対象者について、特に優れた資質を有する者に限らず、

自らの責任のもとに飛び入学をさせても良いのではないかという指摘もあ

る。

○ 一方、大学入学年齢の低年齢化は、生徒の全人格的成長を妨げないか、受

験競争の低年齢化を招かないか、いわゆる「受験エリート化」を助長するこ

とにならないか、大学入学後における大学生活に円滑に適応できるか、等の

面も考慮する必要がある。一方、全人格的成長は、高大間の接続部分に集中

して論ずるべきものではないことにも留意する必要があり、また、千葉大学

・名城大学からの報告によれば、通常より１年早い飛び入学による、全人格

的成長面への不安は現段階では感じられないとのことであった。

○ 以上のとおり、飛び入学の年齢要件及び対象者の考え方に関しては様々な

議論が存在するが、現在の飛び入学制度はまだ十分に評価ができる段階にま
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でその取組が定着しておらず、また、社会的認知度も低いため、飛び入学制

度について、広く一般の生徒をも対象とするようなものにするという社会的

な合意形成は未だなされていないものと考えられる。

従って、大学への飛び入学に係る年齢要件及び対象者の考え方を見直すこ

とについては慎重に検討することが必要であり、当面、現行制度を踏まえつ

つ、その積極的活用によって、生徒一人一人の能力・適性に応じた教育を進

めていくことが適当と考えられる。

○ なお、制度の定着や実施の状況を踏まえつつ、将来的には、学校教育制度

全体の中で飛び入学に係る現行の年齢要件や対象者の考え方も含め、制度の

在り方そのものを検討することも期待される。

④ 高等学校卒業の取扱及び大学入学資格との関係

○ 現行制度においては、大学へ飛び入学した学生は、高等学校を中途退学し

、 。て大学に入学することとなっており 高等学校卒業という取扱にはならない

○ この取扱に対し、大学への飛び入学者にも一定の要件（飛び入学した大学

を卒業する、一定の履修単位を大学において修得する等）の下、高等学校卒

業の取扱を認めることができれば、飛び入学制度の活用が促進されるのでは

ないかとの指摘もある。

○ また、飛び入学した学生については、飛び入学を実施した大学において責

任をもって指導することが基本であるが、やむを得ない事情等により他大学

へ転学等する場合も考えられる。その場合、学校教育法施行規則上、一定の

要件の下、当該学生に対しては大学入学資格が認められているが、高等学校

卒業者と同様の大学入学資格を認めるべきではないかという指摘もある。

○ 以上のような指摘については高等学校教育の在り方や大学入学資格の在り

方などの関連で検討すべき課題でもあるが、早期に大学に入学した学生が不

利益を被ることがないよう、飛び入学制度の実施状況を踏まえ、より円滑な

接続環境の整備に向けて引き続き検討が行われるべきである。

⑤ 大学学部の早期卒業・大学院への飛び入学との関係

○ 大学学部・大学院段階においては、それぞれの修業年限の原則は維持しつ

つ、

（ （ ）・大学学部の早期卒業 学部を３年間 修業年限４年を超える場合は４年間

で卒業することが可能）

（ （ ） 、・大学院への飛び入学 学部在籍３年 医学等を履修する際は４年 の後に

大学院へ入学が可能）

・修士課程、博士課程の短期修了

等の制度があり、能力・適性に応じた、柔軟な大学・大学院教育を実施する

ことが可能となっている。また、大学への飛び入学に比べると、これらの制
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度の活用は進んでいるところである（平成１７年度現在、大学学部の早期卒

業を実施した大学は４０大学、大学院への飛び入学を実施した大学は８３大

学 。）

○ 一人一人の能力・適性に応じた教育の必要性は、高等学校・大学間の接

続時に限定して論じられるべきものではなく、初等中等教育から高等教育を

俯瞰した視点が求められる。各学校においては、それぞれの個性・特色を踏

まえた上で、大学への飛び入学以外にも、例えば、上記の諸制度や後述の高

大連携の取組の活用を進めること等、多様な方法により、一人一人の能力を

伸ばす教育を展開していくことも望まれる。
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３．高等学校と大学との接続における一人一人の能力を伸ばすための連携

（高大連携）の在り方について

（１）高等学校と大学との接続における一人一人の能力を伸ばすための連

携の位置付け

○ 中高一貫教育や現行学習指導要領の実施等により高等学校の多様化と選択

の幅の拡大は更に進展している。この結果、特定の分野について高い能力と

強い意欲を持ち、大学レベルの教育研究に触れる機会を希望する生徒の増加

が予想される。このような生徒の希望に応じ、高等学校段階から科目等履修

生として大学の授業科目を履修させるなど、高大連携の取組の拡大によって

一人一人の個性・能力の伸長が図られることが期待される。

○ このような生徒の能力・意欲に応じた教育の実現を目指していくために

は 「高等学校教育」あるいは「大学教育」のいずれか一面のみから論ずる、

べきではない。高等学校・大学の双方が、後期中等教育機関・高等教育機関

としてそれぞれ独自の目的や役割を有していることを踏まえつつ、高等学校

と大学との接続を柔軟に捉えることが必要である。高等学校・大学間の接続

の場面においては、ややもすると大学入学者選抜の点のみクローズアップさ

れがちだが、高大連携の取組は、まさにそういった偏重に風穴を開け、両者

の接続を円滑にするための有効な手段となりうるものである。

（２）高等学校と大学の連携の状況

○ 高等学校と大学が連携することにより、高校生の大学における学修を高等

学校の単位として認定することや、大学へ科目等履修生として高校生を受け

入れること等、高校生が大学レベルの教育研究に触れることのできる各種取

組は、現在、徐々に広がりを見せつつある。今後、このような取組について

は、高等学校・大学それぞれの学校種の教育目的との調和を図りつつ、高校

生一人一人の能力・適性に応じ、拡大を図っていくことが必要である。

○ 現状では、高等学校教員は大学教育の状況についての、大学教員は高等学

校教育の状況についての理解が十分とは言えず、お互いのことをよく理解す

る必要があるとの指摘がある。また、高大連携についての実質的な意義につ

いての理解が、高等学校教員・大学教員の間に広がっていないとの指摘もあ

る。個々の高大連携の取組の振興は、まさに現場の教員の取組にかかってい

る。今後、高等学校・大学間の相互の理解を深め、個々の高等学校・大学間

の連携取組の意味・目的を明確にしていくことが重要である。
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（３）一人一人の能力を伸ばすための、高大連携の促進に向けて

① 高等学校と大学の連携強化の在り方

○ 高等学校教員と大学教員の相互理解を促進していくためには、高等学校教

員と大学教員の交流・連携ネットワークが様々な形で構築されることが重要

である。

○ 現在、高等学校と大学との間における連携協議会等の設置が進みつつある

が、今後、この連携協議会等の設置を一層促進しつつ、連携協議会等を形式

的な場にとどまらせることのないようにするには、どのような内容を高大連

携授業として提供するかといったことについて両者がともに企画・立案を行

、 。 、っていくなど その活用の一層の促進を図っていく必要がある 具体的には

連携協議会等を通じて、教育委員会や高等学校においては、大学における教

授内容を把握し、個々の生徒の能力・適性、興味・関心、進路等に応じた科

目や公開講座を生徒に紹介すること、一方大学においては、高校生の学習の

進捗状況や理解度、ニーズ等を把握することに資すると考えられる。

○ その他、高大連携を効果的に進めていくためには、高等学校教員・大学教

員が随時適切な情報等を入手していくことが重要であることに鑑み、高等学

校教員を対象とした各種研修、大学教員を対象とした （ファカルティ・FD
ディベロップメント）のプログラムに、それぞれ大学教員・高等学校教員の

参加を得ながら、最新の高大連携に関連した内容を加えること等も効果的と

考えられる。

○ また、例えば、高等学校のＰＴＡ活動の中で地域の大学の施設等を活用し

たり、地域の大学に進学している卒業生の協力を得たりすること等により、

地域の高等学校と大学との間の相互理解を深める方策も考えられる。

○ 高等学校と大学が連携した人材育成を積極的に進めていくためには、公立

高等学校の管理者である教育委員会が果たすべき役割も大きい。特に域内の

高等学校を管理する立場から、高大連携を一部地域だけの活動にとどまらせ

ないための活動、複数大学・複数高等学校間における事務を効果的・効率的

に行う窓口的機能、高大連携事業を各高等学校における教育能力の向上につ

なげていくための取組、その他、人的・財政的支援などが期待される。

○ また、個々の高等学校と大学との連携を仲介する機能を果たす組織につい

ての検討も重要である。これらの組織の存在は、連携の強化にあたり効果的

と考えられ、例えば地域における大学コンソーシアム等の組織が、これらの

機能を果たしていくことも期待される。

○ なお、連携の在り方を検討するに際しては、大学側から高等学校側への一
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方向的な支援・連携ではなく、双方向の関係を構築することが重要である。

例えば、双方向の連携を構築することにより、高等学校側は大学レベルの教

育研究資源の提供を受けることができる一方、大学側も初年次（１年次）教

育を進める上で高等学校側の知見の提供を受けることができる。

② 高校生に対して、大学レベルの教育研究に触れる機会の促進

○ 現在、高等学校と大学が連携することにより、十分な能力・意欲のある高

校生が大学レベルの教育研究に触れることができる取組として、

・ 科目等履修生として、大学の授業科目を受講すること（成果として大学

の単位を取得することが可能。大学入学後、当該大学における授業科目の

履修により修得したものとみなすことも可能 ）。

・ 聴講生として、大学の授業科目を受講すること（単位の取得は不可 ）。

・ 大学が実施する公開講座を受講すること

・ 大学の教員が（ポストドクター等の参加も得つつ）高等学校に出向き、

いわゆる「出前講座 「土曜講座」等の講義や実験実習等を行うこと」

・ スーパーサイエンスハイスクール（ 、スーパー・イングリッシュSSH）
・ランゲージ・ハイスクール（ 、目指せスペシャリスト（ スーパSELHi） 「

ー専門高校 、サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト( )等の」） SPP
先進的な事業による、大学等と連携した取組を実施すること

・ インターネットを活用し、大学から高校生に対して講義を配信すること

等が考えられる。

○ また、高校生の大学等における学修を、学校外における学修として高等学

校の単位に認定することも可能となっている。

○ 高等学校においては、生徒一人一人の能力・意欲を踏まえつつ、教育的観

点から、積極的にこれらの取組の機会を生徒に与えていくと同時に、適切な

事前・事後指導を行うなど、それらの成果をフィードバックした高等学校教

育を展開していくことが重要である。

○ 大学においては、以上の取組について、

・特定分野で卓越した能力を持つ高校生に機会を提供するという視点にとど

まらず、

・専門的な事項について強い意欲や関心を持つ高校生に対し高等教育機関が

提供する多彩かつ多様な教育に触れる機会を広く提供するという視点

・高校生のニーズに対応した魅力ある科目の設定や授業展開を図るという視

点

が重要である。この際、高等学校教育の状況を踏まえた取組の実施が不可欠

である。
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③ 取組に要する時間、コスト等

○ 連携取組の実施に際しては、高校生の履修の実態に配慮することが必要で

ある。学校外学修等として実施するほか、夏季等の休業期間中や土曜日等に

集中講義の形態で実施する等、各大学・高等学校は、高校生が履修しやすい

ような工夫を行うことが重要である。

（ 、 ） 、○ 中高一貫教育校 特に中等教育学校 併設型中高一貫教育校 においては

教育課程の特例が設けられ、中高を通した６年間の中で柔軟な教育課程を編

成することが可能となっており、設置者の判断により、大学と連携した特色

ある教育を展開していくことも考えられる。

また、私立の学校を中心に、高校生のうちに系列の大学の授業科目を科目

等履修生等として履修させ、単位を修得することができれば、大学入学後、

当該単位を入学前の既修得単位として認定するなど、様々な高大接続の工夫

が行われている。

○ 一方、例えば、ある高等学校の周辺に大学が存在せず距離的に離れて立地

しているような場合、生徒が移動することが困難なため、可能な連携取組に

も制約が出てくる。その際、例えば、インターネット、衛星通信、その他の

情報通信網の活用、または教育委員会や大学コンソーシアムのコーディネー

トによる遠隔地で開催する公開講座等により、距離的な問題は一部解消でき

る。また、放送大学の講義の活用なども考えられる。ただし、インターネッ

ト等を活用した遠隔教育を行う場合には、双方向としたり、高等学校教員の

サポート体制の整備を図るなど、生徒の学習意欲の維持方法などについて工

夫を図ることが必要である。

○ 各大学・高等学校等におけるコスト負担の軽減を図るには、例えば、既存

の公開講座や初年次に提供される基礎科目などの活用、既に整備が進んでい

る各高等学校でのインターネット環境や各地域において整備されている情報

通信網などの既存のインフラを活用するなどの創意・工夫が必要である。

④ 行政の支援

○ 高大連携の取組を進める上でのコストについては、連携取組の多様性に応

じて、一義的には各大学、高等学校または連携取組への参加者に負担を求め

ることが考えられるが、高大連携の取組が緒に就いたばかりの現状にあって

は、高等学校・大学双方ともに高大連携事業にとりかかるための予算に制約

があるという指摘がある。国においては、各大学・高等学校等が継続的に高

大連携の取組を行うことができるよう、その実施手法の開発やスタートアッ

プ支援等に取り組む必要がある。

○ 前述のＳＳＨなどに加え、現在、国においては「特色ある大学教育支援プ

（ ） 「 （ ）」ログラム 特色ＧＰ や 現代的教育ニーズ取組支援プログラム 現代ＧＰ

等の、国公私立大学を通じた大学教育改革を支援するプログラムが整備され
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ている。例えば、地域の高等学校等と連携した取組を行っている大学が、こ

れらの支援プログラムに申請することも、取組内容によっては可能である。

○ 国による財政支援を検討する上では、連携取組の趣旨・目的、実施主体、

対象者、地域性、学問の分野等の多様性に留意し、各実施主体がそれぞれに

取り組む課題に対して創意・工夫を凝らした教育取組を行いうるよう、きめ

の細かい支援に努める必要がある。さらに、高大接続の場面における大学入

学者選抜への偏重や高等学校と大学の教育内容の非連続性といった指摘に対

して戦略的にそれらの課題の解決に向けて取り組むという観点からも、多様

な高大連携の取組を支援するためのプログラムを更に拡充し、高等学校・大

学間の接続環境の改善に努める必要がある。

（４）連携取組促進のための留意点

① 指導内容・指導体制

○ 大学の科目等履修生は、大学における正規の授業科目のうち特定のものを

履修する仕組みであるが、あくまで大学の授業科目は、大学生としての４年

間の学習を念頭に置き体系的に編成されているものである。高校生に一部の

授業科目を科目等履修生として受講させる際には、大学側は高校生の能力・

意欲等も踏まえつつ、コース登録等に際して、適切な履修指導を行うことが

必要である。例えば、大学の初年次教育の一環として行われている基礎的な

授業科目を履修の核とすること等が考えられる。

○ 高大連携の取組を実施するだけで終わらせることなく、必要に応じて高等

学校教員が事後に補習的な指導を行うことなどにより、より大きな教育効果

を生むことができるよう努める必要がある。また、大学レベルの教育研究に

触れることにより、逆に自らの能力に不安を感じてしまう高校生も存在しう

るところである。必要に応じ、メンター等の相談体制を整備することが必要

と考えられる。

○ また、学問の分野によって、指導内容・指導体制等の方法も違いうること

に留意することが必要である。

② 個々の生徒の能力・意欲の把握

○ 高校生に対して大学レベルの教育研究に触れる機会を与える際には、その

内容に応じて、対象者の選抜・絞り込みを行うべきもの、ある程度対象者を

広く設定してよいものに分けて考える必要がある。

○ 例えば、大学の科目等履修生として高校生を受け入れる際には、その成果

に対して大学の単位が与えられることから、対象となる高校生が該当する授
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業科目を履修するに相当の学力を有しているか等について、適切に審査する

ことも考えられる。

○ 個々の生徒のニーズや能力・意欲を踏まえることなく、一律に大学レベル

の教育研究に触れる機会を与えるような取組は、高大連携の趣旨に反し、本

来の目的を達成することが困難と考えられる。高等学校教員及び大学教員双

方が連携しつつ責任を持ち、個々の生徒の能力・意欲の把握を行うことが不

可欠であり、そのための識見が高大連携を実施する高等学校教員・大学教員

に求められる。

③ 大学の単位付与の際の留意点

○ 高校生が大学レベルの教育研究に触れる機会が増えつつある中で、高校生

に対して、履修の成果として大学の正規の「単位」を与えようとする試みが

見られる。

○ しかし、大学の単位は、高等教育機関として正規に提供される授業科目の

学修の成果として与えられるものであり、制度上、高校生に対して大学の単

位を与えることができるのは、高校生を科目等履修生として受け入れている

ときに限られることに留意する必要がある。

○ もとより、科目等履修生として単位を付与する以外にも、大学は高校生に

対し、一定の教育課程を履修した成果として任意の証明を行うことは可能で

あり、その活用も考えられる。

（５）その他

① 高大連携の様々な目的・効果・機能

○ 高大連携においては、各高等学校・大学がどのような目的を持ってどのよ

うな連携取組を行うかにより、様々な教育的効果が期待される。例えば、学

生の中には十分に学ぶ意義や目的を理解しないままに大学を選択し、学業や

学生生活に適応できない者もいるという指摘がある中、短期間あるいは一度

であっても大学の模擬授業等を経験させ、生徒に進路についての目的意識を

持ってもらうことを目的とするものもある。

○ また、高大連携には様々な効果がある。高大連携は個々の生徒の学習に資

するのみでなく、高等学校・大学の双方が互いの教授法、高等学校での学習

内容、大学での最新の学問分野の動向などに関する理解を深め、個々の高等

。 、学校教員・大学教員にとって有効な研修の機会となりうるものである 特に

高等学校においては大学の教育内容に着目した適切な進路指導能力の向上に

も資することが考えられる。
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○ さらに、高大連携は、昨今、大学の社会貢献機能が着目される中、大学が

それを通して地域社会に教育研究成果を還元していくことも可能となってく

るものである。

② アメリカにおけるアドバンスト・プレイスメント（ＡＰ）の考え方

○ アメリカには、アドバンスト・プレイスメント（ ）と呼ばれる、ハイAP
スクールの生徒を対象に、在学中に大学レベルの学習機会を与え、所定の試

験に合格すれば大学の単位として認定する取組がある（指導は、ハイスクー

ルの教員が行う 。）

○ 我が国とアメリカでは教育制度が異なり、そのまま を取り入れることAP
は困難であるが、高等学校教員自身が大学レベルの授業を行うという考え方

自体は、大学教員・高等学校教員の連携の促進、個別教員の力量向上の観点

から、参考となりうる点がある。

○ の考え方を参考としつつ、例えば、高校生がある大学で科目等履修生AP
として取得した単位が、当該大学への入学後のみならず、他の大学へ入学し

た際も大学入学前の既修得単位として認定することができるよう、各大学間

での協定締結の取組が広く進展すれば、より早く大学レベルの教育研究に触

れたいと考える能力・意欲ある高校生にとって学習のインセンティブとなり

うると考えられる。
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４．高等学校と大学との接続において、一人一人の能力を伸ばすための、

早期入学・高大連携の振興について

（飛び入学や高大連携を適切かつ総合的に活用した、一人一人の能力を伸ばす教

育の展開）

○ ここまで見てきたように、高等学校と大学の接続において、十分な能力と

意欲を有する者一人一人を伸ばしていくための方策としては、大学への飛び

入学や各種高大連携の取組等、様々なものがある。

、「 」「 」○ これらの取組を適切かつ総合的に活用することにより 大学生 高校生

という枠組みに過度に制約されない、学生や生徒の視点に立つ、一人一人の

能力・適性に応じた教育を展開することができると考えられる。

○ 例えば、高校生は、その能力・意欲に応じ、大学に飛び入学し「学生」と

なることが可能である一方、高校生としての身分を持ちつつ、科目等履修生

等の形態で「パートタイム学生」としての身分を持つことも可能である。あ

るいは、特に学生という身分を持たなくとも、公開講座の受講、大学教員の

出前講義の受講、 の取組等で、大学レベルの教育研究に触れることがSSH
可能となっている。多様な取組が考えられる中で、必要に応じ複数の取組を

総合的に組み合わせつつ、それぞれの状況に応じた適切な取組を行うことが

期待される。

○ 一人一人の個性・能力は多様である。たとえ学力において優れた成績を収

めている者であっても、全人格的成長の観点から、高等学校に籍を置きなが

らより高度な教育内容に触れることが適切な者もいるであろうし、逆に、個

々の知識が不十分であったとしても、十分に大学レベルの教育内容を学ぶこ

とができる高い学習意欲と学習方法を身に付けている者もいる。そういった

様々な個性に対し、適切な選択肢を複数示すことのできる環境の整備が肝要

である。

○ 報告書の考え方を踏まえ、各高等学校・大学において、その個性・特色、

生徒の能力・意欲等に応じ、飛び入学や高大連携に係る各種の取組を適切か

つ総合的に活用し、一人一人の能力を伸ばすための教育の推進が図られるこ

とを期待するとともに、国においては、それらの各高等学校・大学の自主的

な取組を支援するため、必要な情報提供、財政的支援、その他の環境整備に

努めるべきである。さらに、各高等学校・大学の参考に資するよう、飛び入

学や高大連携に関する具体的な実施手法や適切なカリキュラムの在り方等に

ついての実証的な調査研究が引き続き行われることも必要である。

○ 高等学校・大学間の接続を巡る問題はこの協議会において取り上げた論点

にとどまるものではなく、例えば、高等学校の教育内容と大学入試・大学に

おける教育内容との連続性をいかに確保するかといった問題や、将来的に検
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討を要するものとしては、我が国の学校教育では教育内容と年齢が過度に結

びついたいわゆる学年主義の問題があるのではないかという指摘もある。こ

のような様々な課題に対し、引き続き、あらゆる場面において検討・改善に

至る努力がなされることを期待する。
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の協議経過の概要



大学への飛び入学制度について

（概要）

【趣旨】

一人一人の能力・適性に応じて、その能力の伸長を図る教育の推進

特に優れた資質を有する者に対して、早期から大学教育を受けさせるこ

とにより、その資質を伸張

我が国の学校教育全体として、教育の多様化・柔軟化を推し進める契機

として期待

【制度概要】

○対象者に係る要件

・大学の定める分野における特に優れた資質を有すること（学校教育法

第 条第 項）56 2

・高校に２年以上在学したこと（学校教育法施行規則第 条の ）69 4

○受け入れ大学に係る要件

・大学院が置かれ、かつ、教育研究上の実績及び指導体制を有すること

（学校教育法第 条第 項）56 2

・特に優れた資質の認定に当たって、高校の校長の推薦を求める等、制

度の適切な運用を工夫していること（学校教育法施行規則第 条の ）69 2

・自己点検・評価の実施及びその結果の公表を行うこと（学校教育法施行

規則第 条の ）69 3

飛び入学が可能



（注）募集学部・募集学科は平成１８年度入試のもの

【千葉大学】

志願者数 入学者数

１１名 ３名

１４名 ３名

１７名 ３名

　８名 ３名

１４名 ２名

１０名 ３名

１９名 ８名

１９名 ７名

２０名 ９名

【名城大学】

志願者数 入学者数

４名 ４名

５名 ５名

９名 ５名

２名 ２名

３名 ３名

３名 １名平成１８年度 　　　理工学部１名

内　　　訳

平成１６年度 　　　理工学部２名

平成１７年度 　　　理工学部３名

平成１４年度 　　　理工学部５名

平成１５年度 　　　理工学部５名

平成１８年度 　　　理学部４名、工学部３名
　　　文学部２名

　　　１．募集学部（募集学科）： 理工学部（数学科）

平成１３年度 　　　理工学部４名

　　　２．実績

平成１６年度 　　　理学部２名、工学部４名
　　　文学部２名

平成１７年度 　　　理学部２名、工学部１名
　　　文学部４名

平成１４年度 　　　理学部２名　　　　　　　　

平成１５年度 　　　理学部１名、工学部２名

平成１２年度 　　　理学部２名、工学部１名

平成１３年度 　　　理学部３名　　　　　　　　

平成１０年度 　　　工学部３名

平成１１年度 　　　理学部２名、工学部１名

各大学における「飛び入学」の実施状況

　　　１．募集学部（募集学科）： 文学部（行動科学科）・理学部（物理学科）・工学部（２年次終了後、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子機械工学科、情報画像工学科、都市環境システム学科、デザ
　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　イン工学科、メディカルシステム工学科の各学科に配属）

内　　　訳

　　　２．実績



【昭和女子大学】

志願者数 入学者数

０名 ０名

０名 ０名

【成城大学】

　　　２．実績

志願者数 入学者数

０名 ０名

０名 ０名

【エリザベト音楽大学】

志願者数 入学者数

０名 ０名

１名 ０名

【会津大学】

志願者数 入学者数

２名 １名

内　　　訳

　　　１．募集学部（募集学科）： コンピュータ理工学部（学部一括募集）

平成１８年度 　　コンピュータ理工学部１名

　　　２．実績

　　　２．実績
　　　１．募集学部（募集学科）： 音楽学部（音楽文化学科、演奏学科）

　　　１．募集学部（募集学科）： 文芸学部（英文学科）

内　　　訳

平成１８年度

平成１７年度

内　　　訳

平成１８年度

平成１７年度

　　　１．募集学部（募集学科）： 人間文化学部（日本語日本文学科、英語コミュニケーション学科、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歴史文化学科）・人間社会学部（心理学科、福祉環境学科、現代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教養学科）・生活科学部（生活環境学科）

内　　　訳

平成１８年度

      ２．実績

平成１７年度



各大学における飛び入学の検討状況について
（平成１５年度現在）

（全 大学 学部中）○ 飛び入学実施に関する検討状況 699 1,773

既に飛び入学をさせている ２大学３学部

実施を検討している ５７大学１１２学部

現時点では実施の予定はない ６６０大学１６５８学部

○ 「現時点では実施の予定はない」と回答した学部（全 学部）にお1658
（１学部から複数回答あり）いて、検討をしていない理由

学校教育法第５６条第２項第１号に定める大学院が置かれていない １６６学部

（ ％）10.0
学校教育法第５６条第２項に定める「特に優れた資質を有すると認 ５２９学部
めるもの」の判断が困難 （ ％）31.9
関係法令及び通知で大学側に求められている飛び入学させた者への ３５２学部

特別な配慮を行うことが困難 （ ％）21.2
飛び入学させることは教育上課題が多いという見解を持っている ６０３学部

（ ％）36.4
他の大学でもほとんど実施されていない ４２５学部

（ ％）25.6
関心がない １１１学部

（ ％）6.7
その他 ３０８学部

（ ％）18.6

※「その他」と回答した具体的理由の例（自由記述回答）

・時期尚早である。

・現状では要望が多くない。
・後期中等教育における基礎学力形成を重視。

・精神的成熟を必要とする分野もあるので。

・飛び入学に関する優先度が低い。
・早期卒業制度を導入しているため、飛び入学は必要ない。

※文部科学省調べ



「飛び入学」制度に関するアンケート 結果概要

○調査目的
「飛び入学」の件数が伸展してこなかった要因の分析を深め、それらの課題解決に向

けた方策の検討に資する。

○調査方法等

調査対象：平成１７年度に文部科学省が実施した「大学における教育内容等の改革状
況調査」において 「いわゆる『飛び入学』制度の実施を検討している」と、
回答した大学の学部全て（２９大学５０学部 。）

調査方法：調査対象大学に対し調査票を送付し、記入後、調査票を回収。
実施時期：平成１８年９月

回答率 ：７２．０％（２３大学３６学部）

○調査結果概要

１．各大学の検討体制
ⅰ）特別な学内組織を設けて検討 ０学部（ ０％）

ⅱ）教授会等の既存の学内組織において検討 ４学部（１１．１％）
ⅲ）個人または複数の担当者による検討 ３２学部（８８．９％）

２．各大学の検討の進捗状況
ⅰ）導入することで結論を得た ０学部（ ０％）

ⅱ）導入しないことで結論を得た ５学部（１３．９％）
ⅲ）継続的に検討中 １２学部（３３．３％）
ⅳ）検討を一時中断している １９学部（５２．８％）

３．具体的に制度導入の障壁となっている事項

ⅰ）教育面での効果や課題 ８学部（２２．２％）
・様々な分野を高等学校において履修していないと入学後の修学に困難が予想して

いる。
・人格形成の観点から問題があるものと考えている （特定の高校・短大・高専から。
の入学・編入学者が多いため、先輩・後輩の意識が強い。大学の教育方針として

人格形成・コミュニケーション能力の涵養にも重点を置いているので必ずしも当
該分野における優秀な能力があれば良いというわけではない ）。



ⅱ）大学運営上のメリット等の有無 ９学部（２５．０％）

・制度導入のために解決すべき課題が多い反面、対象となる学生の数もそれほど多
くなく、メリットが少ないのではないか。

・特定分野に強い好奇心と深い探究心を持ち、当該分野の研究者になることを希望
する意欲的な学生を迎えることができるのではないかと考えた。

・優秀な学生を入学させることで大学の知名度向上が図られるのではないかと考え

た。
・ 特に附属の高等部からの）学生確保につながるのではないかと考えた。（

ⅲ 「特に優れた資質」を有する者の選抜方法や高等学校長の推薦等）
１３学部（３６．１％）

・ 特に優れた資質」の判定が困難である（特に社会科学の分野。また、芸術分野の「
場合も稀有な才能と判定するのは難しい 。）

・入学者受け入れ方針として、語学等の基礎学力を持ち、意欲のある者の受け入れ

を目指しているため、必ずしも「特に優れた資質」のみを求めるものではない。

ⅳ 「飛び入学」させた者に対する指導体制の整備 １３学部（３６．１％））

・担当の教員を確保することが困難である。
・特別なカリキュラムを編成することが困難である。

・少数の入学者のために特別のカリキュラム編成や教育上の指導体制を整えること
が現実的には困難である。

・入学者の資質によって特別な配慮の内容が異なってくる。資質に応じて個々にカ

リキュラムを編成することはできないので、大学が求める資質をある程度絞り込
んだ上で体制を整備する必要があるのではないか。

ⅴ）自己点検・評価等の事務作業の増加 ３学部（８．３％）

４．各大学の「指導体制」のイメージ
・優秀な専任の教員スタッフが必要である。
・制度実施に当たる組織が必要である。

・制度を運用するための財政的基盤が必要である。
・特に優れた資質を伸ばすための特別なカリキュラム編成が必要である。
・高校での履修の不足を補う適切なカリキュラム編成が必要である。

・心身の発達のバランスに配慮した教育体制が必要である。
・学生の適性分野を判定し、その資質に応じた指導を行うことが必要である。

・大学全体の制度への理解が必要である。
・入学を許可した者に特別のカリキュラムを提供するのは制度趣旨を鑑みれば当然。
・補習授業は特別な体制を組む必要があるが、通常の大学教育は一般学生と同様のカ

リキュラムで対応可能。



５．その他の意見

・提案公募型の財政的支援を検討しても良いのではないか。
・外国の制度を検討する必要があるのではないか。

・大学の教育目的は必ずしも特定分野の能力の伸長だけではなく、併せて幅広い見識
を涵養する必要がある。

・現行制度は研究者養成に主眼が置かれていると思われ、対象が限定的となり、制度

の普及のためには制度の趣旨を見直す必要があるのではないか。
・制度導入に向けた課題が多く、トップダウンの指示がないまま下からの議論の積み
上げでは実現まで至らない。

・高校生を対象とした企画等の場面においては、高校１・２年生の中には実際に３年
生を遥かに凌ぐ好奇心や探究心を示し、独学で学んだと思われる専門的な知識を持

つ者もおり、そういった生徒には早い時点で体系的な大学教育の機会を与えること
が良いと感じる。

・学部から大学院への飛び入学については友人関係の構築も含めて上手くいっている

印象である。



高等学校と大学との連携の現状について

高等学校においては、大学との連携の下、特定の分野等に関心を示す生徒に対し、①科

目等履修生や聴講生等として大学レベルの教育を履修する機会を与えることや、②大学の

教員が高等学校において、学校紹介や講義を実施することなどの取組が進められている。

このような取組は年々増加しており、生徒に多様な学習の機会を与えることで、自己の

能力、適性等を見極めさせることにより、将来を見通した進路選択が可能となるなどの効

果が上がっている。

１ 高等学校と大学との連携の現状

（１）大学、高等専門学校又は専修学校等における学修を高等学校の単位として認定

○ 平成１０年度より、大学等における科目等履修生、研究生又は聴講生としての学

修及び公開講座における学修を、高等学校の単位として認めることができる制度を

導入した。さらに、平成１７年度より、これらの学修に係る認定可能な単位数の上

限を、従来の２０単位から３６単位に拡大した。

２６１校○ 平成１５年度実施校：

大学又は専修学校等における学修の単位認定実施学校数の推移
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（２）大学の科目等履修生、聴講生又は公開講座などの制度の活用
(高等学校で単位認定しているものを除く）

４１４校○ 平成1５年度実施校：

（３）大学教員による高等学校での学校紹介や講義の実施

１,６５４校○ 平成１５年度実施校：

（４）高等学校と大学との間における連携協議会等の設置

４１都道府県６市○ 平成１５年度設置都道府県・指定都市：

大学の科目等履修生等の制度を活用している学校数の推移
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大学教員による高等学校での学校紹介や講義の実施
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２ 取組の具体例（平成１５年度）

（１）大学における学修の単位認定（和歌山県）

和歌山県においては、県教育委員会と和歌山大学が協定書を締結し、平成１５年度

は２１校で公立高等学校の生徒を対象とした授業公開、集中講座や土曜講座などにお

ける学修を単位認定。（受講生徒数 延べ２８２名）

（実施校の例）

高等学校名 大学名 高校の科目名 単位 受講 大学の科目名
数 者数

田辺高校 和歌山大学 社会探究 1 24 紀南講座(前期)
理科探究 1 13 紀南講座(後期)
和大公開講座 1 3 紀南講座(前期)
和大公開講座 1 4 紀南講座(後期)

粉河高校 和歌山大学 自然科学基礎 1 68 自然科学基礎
人間と世界 1 80 人間と世界

（２）高等学校と大学との連携（岩手県）

岩手県では、「学力向上プロジェクト」の一環として、生徒の学ぶ意欲や関心を喚

起し、学力の向上を図るとともに、大学についての理解を深め、進路意識を高める観

点から、県教育委員会と県内５大学（岩手大学、岩手県立大学、岩手医科大学、富士

大学、盛岡大学）とが協定書を締結し、大学と協力し、高大連携に関する基本調査や

高校生に大学における高度な学習の機会を提供する事業を実施。

①大学における高校生のための公開講座の実施
○ウインター・セッションの実施（３日間）
・「柔軟な発想と大きな視野を求めて」、「今日の社会現象から福祉課題を学ぶ」

「いわて学入門」など
・受講生徒数 延べ２７４名

②高大連携推進会議の開催
○平成１６年度以降の高大連携の在り方等について協議



高等学校と大学との連携の取組事例について

東京工業大学における取組の事例

「衛星通信システムによる高大連携プロジェクト」

１．高大連携の概要

平成１４年度より、教育工学開発センターにおいて運用している衛星通信遠・事業概要：

隔教育システム（ＡＮＤＥＳ）を活用し、全国の高等学校等に大学の授業を配信する

高大連携プロジェクトを開始した。授業は通常の学部授業を活用し、公開講座として

。 「 」「 」「 」「 」配信している 平成１９年度は 化学第一 認知科学 基礎生物学 情報基礎学

といった基礎科学系科目を開講する。文部科学省の教育情報衛星通信ネットーワーク

「エル・ネット」との互換性を確保し、より多くの高校において受信できるようにし

たり、受講者には学習成果として公開講座受講証明書を交付するなどの工夫を行って

いる。

受講する高校生の学年は特に制限を設けておらず、高校により異なる。受講・参画状況：

高校数は１講座当たり１０～１５校程度。年間のべ修了者数は６０名程度となってい

る。

高校での単位認定・取得、または課外活動として本講座を活用する・高校での活用状況：

か否かなどについては各高校の判断に基づき行われている。高校の単位認定に活用さ

れる場合、学校外学修として行う場合や総合的な学習の時間の中で本講座の一部を活

用するなどの方法がとられている。

なお、高等専門学校の４、５学年の学生については、科目等履修生として所定の成

績をとった場合、大学の単位を認定することができる。

２．高校生のニーズに応じた授業を展開するための工夫

衛星通信遠隔教育システムによる授業のほか、高校側からの求めに応じ、講師による個

別訪問指導、講演等を行っている。

また、高校側にコーディネータを配置してもらい、運営に当たっての連絡調整、運営の

、 。 、工夫・改善に向けた意見交換 受講者からのニーズの汲み取りなどに努めている さらに

高校、大学、講師が参画する連携協議会を開催し、授業内容や運営の工夫・改善に向けた

意見交換を行っている。

３．今後の課題

・事業として定着させるため、大学・高校双方のメリットとなるような事業展開の工夫が

必要である。

・附属高校との関係や大学としてのメリットを整理し、学内的な理解・支援を得られるよ

う努める必要がある。

・受講生への大学の単位認定の可能性を検討する必要がある。

・より安価な配信、提供方法を検討する必要がある。



 

岡山理科大学における取組の事例 

「インターネット遠隔授業による高大連携の広域化 ～e-Learningによる高大連携の取組～」 

 

１．高大連携の概要

・事業概要：平成１４年度より、情報科学科の専門基礎科目である「インターネット入門」（前期１単位）と「アルゴリズ

ム入門」（後期１単位）の講義をインターネット遠隔授業（同期双方向と非同期双方向の併用）により参加高校に配

信する事業を開始した。所定の成績をとった高校生に本学の単位を認定している。高校の単位認定・取得につ

いては各高校が独自に行っている。受講する高校生の学年は特に制限を設けておらず、高校により異なる。 

・参画状況：本学と連携高校は独自に教育協定を締結しているが、その内容は岡山県教育委員会と県内大学とが

締結している包括協定に準拠している。協定高校は平成１８年度時点で県内の高校８校（県立５校、私立３校）、

県外の高校３校である。 

・成績評価：講義担当の本学教員が定期試験（ペーパーテスト）と受講状況をもとに大学生と高校生の区別なく成

績評価を行っている。定期試験は同期双方向遠隔授業システムを使用して、本学と全高校が同時に実施してい

る。 

年度 Ｈ１４

（前） 

Ｈ１５

（前） 

Ｈ１５

（後） 

Ｈ１６

（前） 

Ｈ１６

（後） 

Ｈ１７

（前） 

Ｈ１７

（後） 

Ｈ１８

（前） 

合計 

受講登録者数 １６ ７４ ３９ ５９ ３０ ５８ ５８ ４０ ３７４ 

単位認定者数 ８ ３０ ２６ ３８ ２０ ３０ ３４ ２０ ２０６ 

表１．高校生の年度別受講者数と大学単位認定者数 

・高校における単位認定状況： 高校により状況は異なる。一例として、某高校（単位制高校）のＨ１７年度後期の

データを提示する。受講生数１０名で大学単位認定者数は６名、高校の単位認定者数（増加単位）は９名であ

る。 

２．地域間格差・コスト負担の問題に対する取組

・地域間格差の解消：インターネットにより物理的距離に影響されずに高大連携が可能である。近隣に大学がな

い高校でも連携でき、地域間格差が解消され教育の機会均等の原則が守れる。岡山県内においても多くの大学

は岡山市や倉敷市の県南にあり、本事業は特に県北の高校にとって大きなメリットがあると考えられる。 

・コスト負担：県教育委員会との協定により、高校生の受講料は無料である。高校は既にブロードバンドインター

ネット回線に接続しており、またパソコン実習室が整備されているため、本取り組みのために高校サイドには設備

面で特にコストはかかっていない。大学は私学助成や研究助成を得るよう努力している。また、Learning Manage

ment System(LMS)を自作することにより、開発費やライセンス料などのランニングコストを抑えている。 

３．高校生のニーズに応じた授業を展開するための工夫 

・授業の工夫：Webアンケートによる授業評価を毎回実施し、必要に応じて授業内容の構成の仕方等を検討してい

る。 毎回の授業をVODにし、復習や欠席した生徒の便宜をはかっている。 

・システムの工夫：授業のサポートや受講者管理など遠隔授業システム全体を管理するLMSを独自に研究開発を

し、有効に活用している。 

４．今後の課題： ・担当高校教員の負荷を評価すること  ・高校と大学の１単位授業時間数の違い        

            ・e-learningにおける講義者の授業テクニック、 など 



京都府教育委員会における取組の事例

１．高大連携の概要
( ) 国公私立１７大学と京都府教育委員会との包括協定1
( ) 高校生が大学レベルの教育研究に触れることのできる各種取組2

①ＩＴを活用した高大連携事業
京都府の教育機関を結ぶ大容量高速インターネット回線（京都みらいネット）

を利用し、高大連携の機会に恵まれない京都府北部の高校を対象に、大学教員の
講義をテレビ会議システムを使ったリアルタイム双方向配信で遠隔地授業を実施
している。

②大学の授業の聴講（科目等履修生等）
③高校における大学教員の授業（出前講義）

( ) 教職をめざす大学生のキャリア形成のため、大学生の教員養成プログラムを実施3
①教育委員会から大学へ講師を派遣するとともに、小学校現場等での体験実習を行
う「教員養成サポートセミナー」

②京都府立高校において、教職を目指す大学生等を教育ボランティアとして受け入
れ、生徒へのきめ細やかな学習を支援するとともに、教職を志す学生の資質の向
上に寄与する「大学生教育ボランティア学習支援事業 。」

( ) 高校生のニーズに応じた授業実施のため、高校教員と大学教員との丁寧な事前打ち4
合わせや高校の指導計画に明確に位置づけた講義を依頼

( ) 教育委員会と該当高校との双方で地元新聞社等へ広報を実施5

２．京都高大連携研究協議会
( ) 京都府教育委員会、京都市教育委員会、京都府私立中学高等学校連合会、京都商工1

会議所、財団法人大学コンソーシアム京都で構成
( ) 主な事業2
①高校教員と大学教員が共同で教育実践プログラムを開発
②高校と大学の円滑な接続を図るため、大学及び高校の教職員による研修を実施
③京都の大学が生徒、保護者、学校関係者を対象に合同模擬講義や大学紹介を実施

３．成果と課題
( ) 成果1
・複数の大学と複数の高校との連携・交流について、さまざまな人的ネットワークを
作りながら組織的に取り組むことができる。

・高校の時間的かつ経済的負担を軽減し、高校と大学との円滑な連携ができる。
・教育委員会が高校のニーズや大学の対応等をについて情報を集約して調整できる。
・ＩＴ活用事業のように１校ではリスクや経費がともなう事業について、先駆的に実
施することができる。

・多様な高大連携の成果や課題を多くの学校で共有することができる。
・生徒の「学ぶ意欲」や「進路意識」を高めることにより、キャリア教育の視点を踏
まえた高大連携ができる。

・教員養成プログラムにより、教職をめざす大学生のキャリア形成ができる。
・高大連携のみならず、府下の小中学校や生涯教育に関わる社会教育の機関等、大学
にとっては教育研究に関わる多様な地域貢献の機会を得ることができる。

( ) 課題2
・高校から大学へ向けた取組の充実が求められる
・予算的措置の支援が必要である。
・専門学科を持つ高校への連携を進める必要がある。
・成果が見えにくく事業の継続性に課題を持つ。



和歌山県教育委員会における取組の事例

１．高大連携の概要
( ) 和歌山大学と和歌山県教育委員会が協定1
( ) 高校生が大学レベルの教育研究に触れることのできる各種取組（平成１８年度）2

・教育学部、経済学部、システム工学部のすべての学部で講座を開設する。
・各講座の概要
前期、後期講座 大学で学部生といっしょに講義を受ける。前期８科目（１５

名受講 、後期１３科目（１２名受講）を開講。夕刻の講義を）
公開講座とし、高校生は放課後に大学へ移動して受講。

紀南講座 紀南地方の高校生が、専門性の高い大学の講義を受講できる
ように紀南の高等学校で開講。毎週土曜日に大学教員が出向
き講義。１科目（５０名受講）

集中講座 大学での夏期集中講座のひとつであるコンピュータの講義を
高校生も受講できるようにしている。１科目（６名受講）

土曜講座 生涯学習センターで 大学が一般県民向けに開設している 土、 「
曜講座」を高校生のための公開講座と位置づけ受講させる。
（４８名受講）

※１ 上記講座のうち、紀南講座は、和歌山大学から遠距離にある高校生の受講機会と
して、また、土曜講座は、課業日に受講できない高校生への機会として設定。

※２ 上記講座とは別に、高等学校での大学教員による出前講座を実施。

( ) 上記のように、県内すべての公立高等学校生徒が受講できるよう、場と機会を工夫3
した講座を設定

( ) 各学校への周知と募集については、県教育委員会が実施4

２．成果と課題
( ) 成果1
・高等学校と大学あるいは教員同士の個人的なつながりによるのではなく、組織とし
てとりまとめることにより、一定のルールに基づく実施ができる。

・高等学校の置かれた地理的条件に左右されることなく、すべての高校を対象とする
ことができる。

・高校生の学究的な学びに対する意識が高まる。
・出前講座等で大学教員が高校へ出向いて授業することにより、大学教員の高校生に
対する理解が深まる。

・大学と教育委員会の連携関係が強化され、大学教員が行う出前講座が年間をとおし
た指導へと発展するケースも生まれている。

・講義によっては（例えば「 」など 、専門高校の生徒の方が学部生より知識がCAD ）
ある場合があり、大学の講義にも緊張感を与える場合もある。

・学部生と高校生が同時に受講するため、大学教員の講義への工夫改善につながる。

( ) 課題2
、 、・和歌山大学の地理的位置から大学へ行くまでに時間がかかり 前期・後期講座には

近隣の高等学校しか受講できない。
・専門性を持ちながら基礎的な内容の講義を開設することとしているが、講義によっ
ては高校生には難しい内容もある。



高大の接続の改善・連携促進に関連する高大の接続の改善・連携促進に関連する
取組の状況取組の状況

関係する主な答申等

臨教審第一次・第二次・第四次答申
（昭60～62）
・大学入学資格について、自由化・弾力化

の方向に沿って、検討を進める。

制度改正・文科省事業関係

大学教育の改善について（平3．2月

大学審議会）
・大学において、パートタイムの形式で大学

教育を受ける機会を拡大することが必要。

平３
○科目等履修生制度の創設
・当該大学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を

履修する者（高校生を含みうる）に対し、大学が単位を与え
ることができることとした。（大学設置基準第31条）

○大学入学前の既修得単位の認定
・学生が当該大学に入学する前に大学において修得した
単位（科目等履修生として修得した単位を含む）を、当該大
学入学後の授業科目の履修により修得したものとみなすこ
とができることとした。（大学設置基準第30条）

その他、大学・高校の
自主的な取組（非制度事項）

新しい時代に対応する教育の諸制
度の改革について（平3．4月 中教

審）
・特定の分野に関しては、特に能力の伸長

の著しい中等教育段階の生徒に対して大学
レベルの教育研究に触れる機会を与えること
が望ましい。 平６～ 教育上の例外措置に関するパイロット

事業
・高校レベルの生徒を対象に、大学レベルの教育研究に

触れる機会を提供。（公開講座やセミナーの開催、科目等履
修生の受け入れ、巡回指導など）

21世紀を展望した我が国の教育の
在り方について（第二次答申）（平9
中教審）
・18歳未満であっても、教育上の例外措置

として、一定の条件の下、大学入学資格を認
めることが適当。

平9 飛び入学制度の創設
（学校教育法施行規則の改正。数学と物理に対象分野限定）

平10 高校において、大学等における学修を単位

認定
・大学等での科目等履修生、聴講生としての学修を高等学校
の単位として認定可能に。（学教法施行規則第63条の4等）

初等中等教育と高等教育との接続
の改善について（平11 中教審）
・高等学校と大学の連携を拡大し、個人の

持つ多様で特色ある能力や個性を効果的に
伸ばしていくことが必要。（高等学校の生徒
が大学レベルの教育を履修する機会の拡大
等）

教育改革国民会議報告（平12）
・原則18歳となっている大学入学年齢制限

を撤廃する。

平13 飛び入学の対象分野撤廃
（学校教育法第56条等の改正）

平14～

○スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）
○スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイス
クール（ＳＥＬＨi）
・前者は科学技術、理科・数学教育、後者は英語教育を重
点的に高校で実施。それぞれ、大学等との効果的な連携方
策等についての研究も含めた取組を実施。

○サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト
(ＳＰＰ)(Ｈ17までサイエンス・パートナーシップ・プログラム)
・高校等と大学等の連携により、児童生徒の科学技術・理
科、数学に関する興味・関心等を一層高める機会の充実を
目指す取組（調査研究）を実施。

○高校生を大学へ聴講
生として受入

○高校生も対象とした
公開講座の実施

○大学教員による高校
での講義等の実施

○高校と大学との間に
おける連携協議会等の
設置

等

制度改正事項

文科省事業事項

【凡例】

高校・大学の自
主的な取組

主な取組の進捗状況

21世紀の大学像と今後の改革方策
について（平10 大学審議会）
・各大学において、高校段階の生徒に対し、

大学レベルの教育に触れる機会を広く提供
することが望ましい。

我が国の高等教育の将来像
（平1７ 中教審）
・高等教育と初等中等教育との接続に留意

することは、今後ますます重要。
平17 高校において大学等における学修の認定

可能単位数の拡大
（学教法施行規則第63条の5等の改正）

・飛び入学（平18年度入試）：学生募集実績6大学（うち3大学が学生受入） ・科目等履修生（平16）：669大学（うち高校生受入38大学）、18,921人（うち
高校生888人） ・聴講生（平16）：224大学（うち高校生受入12大学）、29,752人（うち高校生80人）
・高校において、大学、高専又は専修学校等学校外における学修を単位認定（平15）：34都道府県2政令市261高校
・高校において大学の科目等履修生、聴講生又は公開講座等の制度を活用（高校で単位認定をしているものを除く）（平15）：39都道府県5政令市414高校
・大学教員による高校での学校紹介や講義等の実施（平15）：47都道府県11政令市1654高校 ・高校と大学との間における連携協議会（平15）：公立高
校－大学間41都道府県6政令市 国・私立高校－大学間32都道府県 ・ＳＳＨ（平18）：46都道府県3政令市99高校
・ＳＥＬＨｉ（平18）：44都道府県4政令市100件100高校 ・ＳＰＰ（平17）：43都道府県5政令市352高校



大学への早期入学及び高等学校・大学間の接続の改善に関する協議会について

平成１７年 ３ 月１８日

初等中等教育局長
裁定高 等 教 育 局 長

１．趣旨

大学への早期入学（飛び入学）制度の適切な運用及びその活用の在り方並

びに高等学校と大学との接続において一人一人の能力をより一層伸ばしてい

くための連携の在り方に関し、協議を行う。

２．協議事項

（１）大学への早期入学（飛び入学）制度の適切な運用及びその活用の在り方

について

（２）高等学校と大学との接続における一人一人の能力を伸ばすための連携の

在り方について

（３）その他

３．実施方法

（１）別紙に掲げる高等学校及び大学の関係者並びに学識経験者の参加を得

て、上記２の事項について協議を行うものとする。

（２）必要に応じ、別紙以外の者の参加を得ることができる。

４．実施期間

平成１７年３月１８日から平成１８年３月３１日までとする。

５．その他

この協議に関する庶務は、初等中等教育局初等中等教育企画課の協力を得

て、高等教育局大学振興課において処理する。



大学への早期入学及び高等学校・大学間の接続の改善に関する協議会について

平成１８年７月２０日

初等中等教育局長
裁定高 等 教 育 局 長

１．趣旨

大学への早期入学（飛び入学）制度の適切な運用及びその活用の在り方並

びに高等学校と大学との接続において一人一人の能力をより一層伸ばしてい

くための連携の在り方に関し、協議を行う。

２．協議事項

（１）大学への早期入学（飛び入学）制度の適切な運用及びその活用の在り方

について

（２）高等学校と大学との接続における一人一人の能力を伸ばすための連携の

在り方について

（３）その他

３．実施方法

（１）別紙に掲げる高等学校及び大学の関係者並びに学識経験者の参加を得

て、上記２の事項について協議を行うものとする。

（２）必要に応じ、別紙以外の者の参加を得ることができる。

４．実施期間

平成１８年７月２０日から平成１９年３月３１日までとする。

５．その他

この協議に関する庶務は、初等中等教育局初等中等教育企画課の協力を得

て、高等教育局大学振興課において処理する。



（五十音順・敬称略：平成１８年３月現在）

上田　高弘 立命館大学高大連携推進室長・教学部副部長
（日本私立大学団体連合会）

上野　信雄 千葉大学先進科学研究教育センター長

大塚　雄作 京都大学高等教育研究開発推進センター教授

（副座長）荻上　紘一 大学評価・学位授与機構教授

佐々木　恒男 青森公立大学学長
（公立大学協会）

佐藤　健太郎 千葉県教育委員会教育長
（全国都道府県教育長協議会副会長）

佐藤　徹 東京都立戸山高等学校長
（全国高等学校進路指導協議会）

四方　義啓 名城大学教授

菅井　邦明 東北大学理事・副総長
（国立大学協会）

鈴木　一男 愛知県立高蔵寺高等学校長
（全国高等学校長協会）

（座長）丹保　憲仁 放送大学学長

氷上  信廣 麻布中学校・麻布高等学校長
（日本私立中学高等学校連合会）

藤井　久丈 社団法人全国高等学校PTA連合会会長

松下　倶子 独立行政法人国立少年自然の家理事長

吉田　文 メディア教育開発センター教授

大学への早期入学及び高等学校・大学間の
接続の改善に関する協議会委員名簿



（五十音順・敬称略：平成１９年３月現在）

岩間　博 愛知県立桃陵高等学校長
（全国高等学校長協会）

上田　高弘 立命館大学教学部副部長（高大連携担当）
（日本私立大学団体連合会）

上野　信雄 千葉大学先進科学研究教育センター長

大塚　雄作 京都大学高等教育研究開発推進センター教授

（副座長）荻上　紘一 大学評価・学位授与機構教授

佐々木　恒男 青森公立大学学長
（公立大学協会）

佐藤　健太郎 千葉県教育委員会教育長
（全国都道府県教育長協議会副会長）

四方　義啓 名城大学教授

高間　専逸 社団法人全国高等学校PTA連合会副会長

（座長） 丹保　憲仁 放送大学学長

氷上  信廣 麻布中学校・麻布高等学校長
（日本私立中学高等学校連合会）

藤井　文雄 東京都立清瀬高等学校長
（全国高等学校進路指導協議会）

松下　倶子 独立行政法人国立青少年教育振興機構理事長

矢内　光一 横浜国立大学教育人間科学部教授
（国立大学協会）

吉田　文 メディア教育開発センター教授

大学への早期入学及び高等学校・大学間の
接続の改善に関する協議会委員名簿



大学における早期入学及び高等学校・大学間の接続の
改善に関する協議会 これまでの協議経過の概要

第１回 平成１７年 ４月２２日（金）
○座長の選任等
○自由討議

第２回 平成１７年 ８月 ８日（月）
○飛び入学の実施状況について（事例報告）

・千葉大学先進科学研究教育センター長 上野信雄委員
・名城大学教授 四方義啓委員

視察 平成１７年１０月１９日（水）
○千葉大学先進科学研究教育センター視察
（飛び入学生との意見交換等）

第３回 平成１７年１２月 ５日（月）
○高大連携について（事例報告）

・東京都立戸山高等学校長 佐藤徹委員
・愛知県立高蔵寺高等学校長 鈴木一男委員
・麻布中学校・麻布高等学校長 氷上信廣委員
・立命館大学高大連携推進室長・教学部副部長 上田高弘委員

第４回 平成１８年 １月３０日（月）
○本協議会における論点整理（案）の協議

第５回 平成１８年 ３月１０日（金）
○協議経過の中間的な整理（案）の協議

第６回 平成１８年 ９月 ７日（木）
○千葉大学における情報発信・ネットワーク形成に関する取組について

・千葉大学先進科学研究教育センター長 上野信雄委員
○平成１９年度高大接続・連携関連概算要求について

第７回 平成１８年１０月 ４日（木）
○高校生を対象とした各種コンテストについて

・東京大学生産技術研究所 渡辺正教授
○「飛び入学」制度に関するアンケート結果について

第８回 平成１８年１２月１４日（木）
○東京工業大学における高大連携の取組

・東京工業大学教育工学開発センター 大即信明 センター長
同 中山 実 助教授

○京都府教育委員会における高大連携の取組
・京都府教育庁指導部 鈴江 満 高校教育課長

同 須原洋次 総括指導主事

第９回 平成１９年 １月２４日（水）
○本協議会における報告書（案）の協議

第10回 平成１９年 ３月 ６日（火）
○本協議会における報告書（案）の協議
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